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1 調査研究の目的と概要 
交通事故の低減や交通渋滞の削減、高齢者や移動制約者の方々のモビリティの確保といった社

会的課題の解決に加え、物流や移動に係る新たなサービスやビジネスの創出など自動運転がもた

らす社会変革への大きな期待があることを背景に、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

第２期 自動運転（システムとサービスの拡張）（以下、「SIP 自動運転」という）においては、自

動運転を実用化し普及拡大していくことにより、交通事故の低減、交通渋滞の削減、交通制約者

のモビリティの確保、物流・移動サービスのドライバー不足の改善・コスト低減等の社会的課題

の解決に貢献し、すべての人が質の高い生活を送ることができる社会の実現を目指すとしている。 

一方で、自動運転技術を活用したサービスや車両の実用化及び普及を目指すに当たり、社会的

受容性の醸成を促進する必要がある。これは自動運転に対する誤解や懸念を払しょくするという

だけでなく、自動運転によって利便性が上がり生活がより良くなるということを国民に示し理解

していただかなければならない。このために、本調査研究では、ステークホルダーとの対話、社

会的・経済的インパクトの定量化に取組む。 

過年度に実施した「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究（2018-20 年

度）」において、自動運転の普及率推計、これに伴う道路交通への影響（交通事故低減や渋滞削減・

CO2 削減効果）、移動・物流サービスへの影響や産業・社会への影響の推計手法が開発された。 

本調査研究では、過年度の推計手法を援用し、社会的受容性の醸成などに係る取組を踏まえつ

つ、SIP 自動運転に関わる官民の主体が基本的に合意し受け入れ可能な内容で、官民が一体で自

動運転のもたらす社会・経済への影響を発信するための内容の生成を目的とする。本調査研究は

2021 年度から 2022 年度の 2 カ年に渡って実施される予定で、その概要を下記①から⑦に示す。

2021 年度はこれらのうち、①②③を完了し、④⑤⑥の作業を開始した。本報告書はこれらの内容

を取りまとめるものである。 

 ①本調査研究ではまず、自動運転技術が社会・経済へ与える影響・インパクトの評価内容を発

信する際に求められる全体方針について素案をとりまとめる。全体方針の素案では、設定が必要

な前提条件、シナリオ、普及促進策に含めるべき項目、影響評価結果に含めるべき項目等を明ら

かにするとともに、SIP 自動運転のサービス実装推進ワーキンググループ（以下、「WG」という）

との意見調整等を図る。 

②次に、自動運転車の普及モデル、およびその交通事故・渋滞・CO2 などの道路交通、さらに

移動・物流サービスや産業・社会分野への影響を予測するシミュレーションモデルにおいて前提

とすべき条件について、先行・類似研究等の調査を踏まえ整理し、意見調整等の上、WG におい

て合意を得る。 

③自動運転車の普及に向けては、今後、各省庁や民間企業等で普及促進策等が実施されること

が想定される。そのため、自動運転車の普及モデル、および影響評価にあたって想定するシナリ

オとして、各省庁や民間企業等で実行可能性の高い普及促進策等について、ヒヤリングや過去の

類似事例の調査等により整理し、WG と意見調整等を図り、検討すべき普及促進策等の複数のシ

ナリオを策定する。 

④これらを踏まえ、自動運転のレベル別、車種区分別に、新規販売台数や、車両置き換え等を

踏まえた自動運転車の普及台数等につき、普及促進策等の複数シナリオに応じた推計を行う。推

計にあたっては、普及促進策の有無による感度分析も実施する。 
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⑤自動運転車の普及率推計結果を踏まえ、日本全国を対象とした交通事故、交通渋滞、CO2 排

出量へ与える効果・影響について、普及促進策等の複数シナリオに応じた推計を行う。推計にあ

たっては、普及促進策の有無による感度分析も実施する。 

⑥自動運転車の普及率推計結果を踏まえ、国内経済に与える影響を、物流・移動サービスにお

ける人手不足の解消、日本経済の生産性、自動化の生産波及効果などの観点から、普及促進策等

の複数シナリオに応じて推計し、定量的に評価を行う。推計にあたっては、普及促進策の有無に

よる感度分析も実施する。 

⑦これらの自動運転技術の社会・経済へ与える影響評価に関する調査研究成果について、どの

ようなアウトリーチ活動を実施していくことが効果的か、その方法、機会等について複数の提案

を作成し、WG との意見調整等を図るとともに、WG メンバーと連携し、広報活動等を実施する。 
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2 社会・経済に与えるインパクト評価に係る全体的な方向性の

定性的整理 
 

 

2.1 目的 

過年度の「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究（2018-2021 年度）」で

の成果、およびその中での有識者検討会の意見・示唆を踏まえながら、自動運転車による社会・

経済へのインパクト評価に含める項目や、それら項目の定量計算を行う際の前提条件、感度分析

の対象とする実行可能性の高い普及促進策等について、定性的な全体方針の素案を作成すること

を目的とする。その上で、普及率推定モデルの技術要件確認、適用性確認等についても実施でき

るよう必要な資料を作成の上、全体方針について WG との意見調整等を実施した。 

 

2.2 議論の実施 

 全体的な方向性の定性的な整理を実施するために、毎月実施されている WG にて意見調整を実

施した。この議論を実施した日程と議題は表 2-1 の通りである。 

 

表 2-1 WG の日程と議題（全体的な方向性の定性的な整理） 

日程 議題 

2021/8/19 受託時報告 
・本調査研究（PJ）の目的 
・内容・手法 
・スケジュール・体制 

2021/9/16 議論の方法・領域の議論 
・議論の前提・アプローチ 
・領域の議論 
・アウトカムの議論 

2021/10/21 成果イメージ共有 ・成果イメージの共有 

2022/3/17 
年度内議論とりまとめ 

次年度計画の共有 

・今までの議論の振り返り 
・対外発信イメージの共有 
・今後の予定 

【章の概要】 

 一連のプロジェクトで必要な議論は、主に WG を活用して実施される。しかし具体的な各

項目の議論に入る前に、議論のスコープ、議論アプローチ、注力する論点などの議論の枠組み

についても、WG の中で検討し決定をする必要があった。検討の結果、議論スコープには、自

家用車の普及、交通事故削減、渋滞削減とそれに伴う CO2 削減、物流に関わる人手不足解消、

経済への影響に加えて、自動運転がもたらす生活の変化についても含めることとなった。ま

た、インプットとアウトカムの両面から議論を進めていく議論アプローチや、細かな計算の前

提や計算上の制約よりも本来分析したいことに論点を絞るといった絞り込みが決定された。 

 また、最終的な対外発信の方向性についても議論がされ、当初想定していた学術イベント・

SIP 関連イベントでの発信やコンテンツ提供等に加えて、学生の教育を通した成果の共有も実

施してくことが決定した。  
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2.3 議論の枠組みの整理 

 具体的な各項目の議論に入る前に、議論のスコープ、議論アプローチ、注力する論点などの議

論の枠組みについても WG の中で検討を実施した。この検討で提示された代表的な意見とその意

見に対する対応方針を表 2-2 に示す。 

 

表 2-2 代表的な意見とその意見に対する対応方針（議論の枠組み） 

 

 

なお、表 2-2 に記載されている「別途企画している学生イベント」とは、受託者らが主催する

「モビリティを活用したビジネスイノベーションコンテスト（以下、「M-BIC」という）」を指す。

市民や若年層との議論には、この M-BIC を活用して議論を深めていくことで合意をした。 

 

WG では、まずこのプロジェクトの中で議論すべき分析対象領域の議論を実施した。議論の結

果、当初想定されていたスコープに追加して、自動運転による生活の変化についても何らかの形

で議論を深めていくことが決定した。なお上述のように、生活の変化に関する領域は受託者らが

主催する M-BIC を活用して議論を実施するため、「3 普及と影響予測シミュレーションモデルの

前提条件の整理」以降の報告を割愛する。 

最終的に決定したこのプロジェクトで実施する分析対象領域を図 2-1に示す。図 2-1において、

①から⑤の領域については定性分析と定量分析の双方を行うこと、⑥⑦の生活の変化に関しては、

定性分析を行うこと、経済への影響についてはそれらを踏まえて定性・定量両面の分析を行うこ

とが WG の議論の結果決定された。 
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図 2-1 このプロジェクトで扱う議論領域 

 

WG の中でこれらの議論をどのように進めていくかという議論アプローチについても、WG で

の議論を実施した。その結果、図 2-2 のように、アウトカム・インプット両面から議論を進め、

ギャップを明らかにする議論アプローチを採用することが決定した。 

 

図 2-2 議論アプローチ 

 

 全ての項目について、計算の前提の詳細を WG で議論することは現実的に困難であるために、

要点を絞って議論を進めていく必要がある。図 2-3 に示すように、計算やデータ上の制約・計算

上の仮定よりも、本来分析をしたいことに論点を絞って議論を進めていくことで合意をした。 
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図 2-3 WG の議論の中心 

 

2.4 対外発信の方向性に関する整理 

 プロジェクトの出口である対外発信についても、そのイメージを今年度の WG で共有し、議論

を実施した。対外発信の方法や内容は、このプロジェクトで実施すべき議論や計算にも影響を及

ぼすため、全体的な方向性を決定づける要素となり得るからである。（対外発信そのものは次年度

に実施する項目であるが、その方向性の整理は今年度実施の「全体的な方向性の定性的な整理」

に含めて実施した） 

 対外発信の方向性に関する議論で提示された代表的な意見とそれに対する対応方針を表 2-3と

表 2-4 に示す。 

 

表 2-3 代表的な意見とその意見に対する対応方針（対外発信 1/2）
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表 2-4 代表的な意見とその意見に対する対応方針（対外発信 2/2） 

 

 

議論の結果、当初想定していた学術イベント・SIP 関連イベントでの発信やコンテンツ提供等

に加えて、学生の教育を通した成果の共有も実施してくことが決定した。対外発信においても、

M-BIC を活用した効果的な発信を計画している。また、SIP 第２期自動運転「社会的受容性の醸

成に向けた戦略策定と評価に関する調査」と連携しながら、既往の分析結果を対外発信に織り込

んでいく方針も示された。 

これらを含めた成果の出口イメージを図 2-4 に示す。 

 

 

図 2-4 成果の出口イメージ 
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3 普及と影響予測シミュレーションモデルの前提条件の整理 

 

3.1 目的 

「2 社会・経済に与えるインパクト評価に係る全体的な方向性の定性的整理」で記載した、全

体方針に沿って、2018-2021 年度に「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研

究」で開発したモデルを用いて、各種効果・影響の推計を実施する際の前提条件を整理した。 

なお、自動運転車のカテゴリ別の市場化時期・価格、運転制御特性等についても普及シミュレ

ーションモデルの前提の整理の一項目ではあるが、詳細は「5 複数シナリオの普及促進策に対応

した普及率推計」に記載をしているため本章での記載は割愛する。 

 

3.2 議論の実施 

 普及と影響予測シミュレーションモデルの前提条件の整理を実施するために、毎月実施されて

【章の概要】 

 この章で報告している業務の目的は、過年度に実施された「自動運転による交通事故低減

等へのインパクトに関する研究（2018-2021 年度）」において開発されたモデルの計算につい

て、WG 等を活用してその前提条件の大まかな合意をとることである。必要に応じて、前提条

件の変更やモデルの変更も合わせて検討をする。 

 WG での議論や、別途実施した WG メンバーとの詳細議論の結果、以下のことを合意した。

交通事故の計算に関しては、詳細に分類した自動運転機能とそれによって防止可能な事故を

紐付け、その上で自動運転機能の普及率と使用率を乗じて事故削減率を算出する方針を決定

した。交通渋滞削減の計算に関しては、基本的にはこれまでの議論の内容や先行研究を踏襲

しつつも、最新の状況を反映し一部アップデートを加えるという計算方針を決定した。自動

運転車の車間については現行の手動運転車よりも長い設定に関する計算も行うことで合意し

た。また、交通事故及び交通渋滞の計算上必要な機能の使用率は、SIP 第２期自動運転「社会

的受容性の醸成に向けた戦略策定と評価に関する調査」と連携してデータを共有することで

合意した。CO2削減の計算については、自動運転による挙動変化によって交通渋滞が削減され

る効果に起因した CO2 削減効果を計算していくこと、電動化の効果は電動化によって上記で

記載した CO2 削減効果に影響がある場合のみこの影響を考慮する方針を共有した。 

 物流における人手不足解消の計算に関しては、今回のプロジェクトでは自動車専用道にお

ける幹線輸送にスコープを絞って計算すること等が共有された。さらに、有識者インタビュ

ーを通して、この計算で想定する具体的なオペレーションについても整理を実施した。経済

への影響については、「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究（2018-

2021 年度）」の手法を踏襲しながらも、インプットとなるデータを最新のデータに更新するこ

とを決定した。「2 社会・経済に与えるインパクト評価に係る全体的な方向性の定性的整理」

で議論の領域として追加された「生活の変化」については、別途受託者らが主催する M-BIC

を活用して議論を進めていく方針を確認した。 
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いる WG にて意見調整を実施した。この議論を実施した日程と議題は表 3-1 の通りである。 

 

表 3-1  WG の日程と議題（普及と影響予測シミュレーションモデルの前提条件の整理） 

日程 議題 

2021/10/21 計算の前提の議論① 
・自家用車✕事故の議論 
・自家用車✕渋滞の議論 

2021/11/18 計算の前提の議論② 
・自家用車✕CO2 の議論 
・幹線輸送✕ドライバー不足の議論 
・域内配送✕ドライバー不足の議論 

2021/12/16 計算の前提の議論③ 

・普及モデルの前提 
・事故計算の前提 
・幹線輸送の前提 
・域内配送の前提 

2022/1/20 計算の前提の議論④ ・普及モデルの前提 
・渋滞計算の前提 

2022/2/17 計算の前提の議論⑤ 

・普及モデルの前提 
・CO２の議論 
・経済への影響 
・生活の変化 

2022/3/17 年度内議論とりまとめ ・今までの議論の振り返り 

 

 また、前提条件の整理については、WG を通じた議論では議論を深めるには不十分な側面もあ

ったため、別途個別に関係者や有識者と意見交換や議論を行って検討を深めた。個別議論を実施

したのは、自動車 OEM 各社、自動車ジャーナリスト、物流分野の関係者、SIP-adus 別プロジェ

クト受託者、米国連邦 DoT 研究所などである。また別途、日独連携専門家 Workshop を通じてド

イツ側の専門家とも意見交換を行った。 

 

 

3.3 前提条件の整理 

各項に示す項目別に、シミュレーションの前提条件を WG で議論し整理した。なお、前提条件

の整理の一項目である自動運転車カテゴリの整理については、詳細を「5 複数シナリオの普及促

進策に対応した普及率推計」に記載をしているため、本章での記載は割愛する。 

 

3.3.1 交通事故 

 交通事故削減効果には、被害軽減ブレーキ等の安全運転支援装置が非常に大きな影響を及ぼす。

ここでは自動運転機能を広く捉え、自動ブレーキを含む安全運転支援機能や LKAS 等の運転支援

機能の交通事故削減に対する効果も計算の対象とする。交通事故削減に資する機能については、

「5 複数シナリオの普及促進策に対応した普及率推計」で記述している自家用車の普及シミュレ

ーションで整理した、自動運転に関する各機能に準ずる。 

 交通事故削減に資する機能については、車両がその機能を搭載しているだけではなく、設定と

してその機能が ON になっていることが重要である。このような機能の使用率に関しては、SIP 第



13 
 

２期自動運転「社会的受容性の醸成に向けた戦略策定と評価に関する調査」と連携して調査結果

を引用することで合意した。 

 

このような前提のもと行われた交通事故に関する議論において提示された代表的な意見とそ

れに対する対応方針を表 3-2 に示す。表中に記載のある AEB は、Autonomous Emergency Braking

の略で、衝突被害軽減ブレーキのことを指す。本調査研究では、AEB は自動運転の要素技術とし

て取り扱う。 

 

表 3-2 代表的な意見とその意見に対する対応方針（交通事故） 

 

 

また、議論の結果、詳細に分類した自動運転機能とそれによって防止可能な事故を紐付け、自

動運転機能の普及率と使用率を乗じて事故削減率を算出する方針を決定した。詳細は 6.1 節の「交

通事故へ与える効果・影響の推計」にて記載をする。 

 

 

 

3.3.2 交通渋滞とこれに伴う CO2排出 

交通渋滞削減効果についても交通事故削減効果と同様に、アダプティブクルーズコントロール

（ACC）を始めとした運転支援機能が非常に大きく影響を及ぼすため、自動運転機能を広く捉え、

これらも分析対象とした。また、これらの使用率に関しても交通事故削減効果試算と同様に、SIP

第２期自動運転「社会的受容性の醸成に向けた戦略策定と評価に関する調査」と連携してデータ

を共有することで合意した。 

 

交通渋滞とそれに伴うCO2排出量に関する議論において提示された代表的な意見とそれに対す

る対応方針を表 3-3 と表 3-4 に示す。表中の CACC は Cooperative Adaptive Cruise Control の略で、
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車車間通信によって他車の加減速情報を共有することにより、より精密な車間距離制御を行う

ACC を指す。 

 

表 3-3 代表的な意見とその意見に対する対応方針（交通渋滞） 

 
 

表 3-4 代表的な意見とその意見に対する対応方針（交通渋滞削減に伴う CO2量削減） 

 

 

交通渋滞の領域は、過年度に実施した「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関す

る研究（2018-21 年度）」における研究の蓄積の他にも、10 年来の研究の積み上げがある分野であ

る。したがって、図 3-1 に示すように、基本的にはこれまでの議論の内容や先行研究を踏襲しつ

つも最新の状況を反映し一部アップデートを加えるという計算方針となった。 

また、過年度に実施した「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究（2018-

21 年度）」において、自動運転車を導入した場合に、現在よりも車間距離が長くなるように設定

をする可能性が指摘された。これを受けて、本年度の研究では図 3-2 に示すように車間時間を有
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人運転よりも長くする設定を取り入れ、現行性能に加え 3 パターンの挙動を想定し感度分析を実

施することで合意した。 

 

 

図 3-1 交通渋滞への影響の計算の基本方針 

 

 
図 3-2 車間時間変更 車両の挙動の設定 

 

 

 CO2削減については、まず計算スコープの絞り込みを行った。運輸部門の CO2削減については

様々なメカニズムが考えられるが、今回のプロジェクトでは自動運転による挙動変化に起因する

CO2 排出量の変化に焦点を当てている（図 3-3）。すなわち、自動運転車のライフサイクルアセス

メントとしての CO2 の増減や、燃費・電費の向上、EV 化の影響、交通需要の変化等は計算対象

外とする。ただし、EV 化によって下記に記載する CO2 削減効果に影響がある場合は、この影響

のみ考慮することで合意した。 

自動運転の挙動変化に起因する CO2 排出量の変化の中でも更にスコープの絞り込みが実施さ

れ、自動車専用道における CO2削減に注目すること（図 3-4）、その中でも自動運転による挙動変

化によって交通渋滞が削減される効果に起因した CO2削減効果を計算していくこと（図 3-5）が

確認された。 
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図 3-3 本プロジェクトで着目する CO2削減メカニズム（1/2） 

 

 

図 3-4 本プロジェクトで着目する CO2削減メカニズム（2/2） 

 

 

図 3-5 自動運転による渋滞削減に起因する CO2排出削減量の計算手順 
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3.3.3 物流・移動サービス 

物流は大きく幹線輸送と域内配送に分類することができる。WG ではこれらを分けて議論を実

施した。 

まず、域内配送については有識者インタビューをもとに図 3-6 に示すような背景状況を整理し

た。その結果、種々の条件を鑑みると、今回のプロジェクトのスコープとしている「日本全体に

おける物流事業の人手不足解消」という観点からは、域内配送に自動運転を導入するインパクト

は限定的であると判断されるため、定量分析のスコープからは除外することとした。この方針は

WG でも共有され、異論は提示されなかった。 

ただし、上記の方針はあくまで今回のプロジェクトの定量分析対象としては、域内配送を取り

扱わないということを決定したに過ぎず、域内配送における自動運転を否定するものではない。 

 

図 3-6 域内配送の背景状況 

 

幹線輸送に関しても、図 3-7 や図 3-8 に示すように、有識者インタビューに基づいて背景にあ

る状況を整理した。その上で、物流業者のニーズや業界の構造・制約等から、今回のプロジェク

トで使用する計算上の仮定を導き出した。その結果、都市高速道路を除く大都市間の自動車専用

道から優先的に無人運行に対応していくこと、当面は自動車専用道のみの無人運行とし、一般道

への対応は計算対象としないこと等を前提とすることとした。これらは WG で報告され、特に異

論は提示されなかった。 
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図 3-7 幹線輸送の背景状況と計算上の仮定（1/2） 

 

 

図 3-8 幹線輸送の背景状況と計算上の仮定（2/2） 

 

 また、対外発信を見据えて、このような前提に基づく計算が、具体的なオペレーションとし

て何を意味しているのかについても、有識者との議論をとおして概念を整理した。その結果を

図 3-9 に示す。 

 



19 
 

 

図 3-9 本モデルにおける幹線輸送の想定 

 

 また、主に幹線輸送に関する議論において WG で提示された意見とその対応方針を表 3-5 に

示す。 

表 3-5 代表的な意見とその意見に対する対応方針（物流） 

 
 

 

 

3.3.4 日本経済の生産性、生産波及効果 

 経済への影響の計算は大きく 3 パートに分類される。第 1 パートは生産性分析、第 2 パートは

産業連関分析、第 3 パートは広く他業界へ与えるインパクトの市場規模等に関するレビューであ

る。  

第 1 パートの生産性分析に関しては、上述した物流における人手不足解消の効果を生産性向上

に変換する計算であることが確認された。計算の手順は、過年度に実施された「自動運転による

交通事故低減等へのインパクトに関する研究（2018-2021 年度）」と同様であるが、インプットと

なる物流における人手不足解消の計算が更新されるため、生産性向上の計算についても 2022 年

度に改めて実施する予定としている。 
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第 2 パートの産業連関分析については、自動運転車に関する車両部品が、どのように他産業に

影響を及ぼすのかについて、産業連関表を用いた確立された方法で計算を実施する。WG ではこ

の方法に関して委員等に共有がなされ、特に異論は提示されなかった。 

第 3 パートの市場規模等のレビューに関しては、図 3-10 に例示するような領域について、既

往研究や既往レポートのレビューを行い、まとめることを決定した。 

 

 

図 3-10 経済への影響の分析範囲の例示
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4 普及促進策の整理（シナリオ策定） 

 

4.1 目的 

「2 社会・経済に与えるインパクト評価に係る全体的な方向性の定性的整理」に記載した全体

方針に沿って、各省庁や民間企業等において実行可能性の高い自動運転車の普及促進策等を整理

し、WG との意見調整等を行うことで、2022 年度以降実施予定の推計および感度分析の対象とす

る複数シナリオを策定することを目的とする。 

 

4.2 議論の実施 

 普及促進策の整理（シナリオ策定）を実施するために、毎月実施されている WG にて意見調整

を実施した。この議論を実施した日程と議題は表 4-1 に示す通りである。 

 

表 4-1 WG の日程と議題（シナリオ策定） 

日程 議題 

2021/11/18 計算の前提の議論② 
・自家用車✕CO2 の議論 
・幹線輸送✕ドライバー不足の議論 
・域内配送✕ドライバー不足の議論 

2021/12/16 計算の前提の議論③ 

・普及モデルの前提 
・事故計算の前提 
・幹線輸送の前提 
・域内配送の前提 

2022/1/20 計算の前提の議論④ 
・普及モデルの前提 
・渋滞計算の前提 

2022/2/17 計算の前提の議論⑤ 

・普及モデルの前提 
・CO２の議論 
・経済への影響 
・生活の変化 

2022/3/17 
年度内議論とりまとめ 

次年度計画の共有 

・今までの議論の振り返り 
・対外発信イメージの共有 
・今後の予定 

 

【章の概要】 

 この章で報告している業務は、次年度以降実施する各種計算のインプットとなるシナリオ

を策定するために、各所と調整を行うことを目的としている。 

 WG での議論の結果、感度分析を実施するシナリオ/ケースとして、without ケース、バック

キャストケース、ベースシナリオ、普及促進シナリオ、ブレイクスルーケースを設定する方針

を決定した。これらの分析結果を比較することで、対外発信に資するメッセージを導出してい

く。 

 交通事故、交通渋滞及びそれに伴う CO2、物流に関するシナリオは上述の方針に従って作成

し、WG において仮案を提示した。さらに今後モデルの計算を進めながら、これらの仮案をブ

ラッシュアップしていく方針を共有した。 
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また、これらの議論において提示された代表的な意見とその意見に対する対応方針を表 4-2 に示

す。 

 

表 4-2 代表的な意見とその意見に対する対応方針（シナリオ策定） 

 

 

4.3 シナリオ策定の方針 

 WG において、各項目のシナリオを策定する前に、どのような方針でシナリオを策定するのかについて

の議論を実施した。WG での議論の結果、図 4-1 と図 4-2 に示すように、without ケース、バックキ

ャストケース、ベースシナリオ、普及促進シナリオ、ブレイクスルーケースという 5 つのシナリ

オ/ケースを設定して感度分析を実施することを合意した。 

 ここで without、バックキャスト、ブレイクスルーの 3 ケースについては、現在の数値・傾向の

引き伸ばしや定性的な分析、例示等を中心とし、別途構築したモデルを使用した定量分析は想定

していない。 
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図 4-1 シナリオ / ケースの定義 

 

 

図 4-2 シナリオ / ケースのイメージ 

 

 これらの方針を基に、以下の各項に示すようなシナリオの案を WG にて提示した。なお、現時点ではこ

れらのシナリオ案は仮の案との位置づけであり、2022 年度に実施する計算に基づいて適宜変更を行う可

能性も大きい。この点についても WG では共有済みである。 

 

4.4 各項目のシナリオ案 

4.4.1 交通事故 

 交通事故に関するシナリオの案として WG に提示した資料を図 4-3 と図 4-4 に示す。 
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図 4-3 ケース / シナリオ案（交通事故 1/2） 

 

 

図 4-4 ケース / シナリオ案（交通事故 2/2） 

 

4.4.2 交通渋滞とそれに伴う CO2排出 

交通渋滞とそれに伴う CO2 排出に関するシナリオの案として WG に提示した資料を図 4-5 から図 4-8

に示す。 
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図 4-5 ケース / シナリオ案（交通渋滞 1/2） 

 

 

図 4-6  ケース / シナリオ案（交通渋滞 2/2） 

 

 

図 4-7 ケース / シナリオ案（CO2 1/2） 
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図 4-8 ケース / シナリオ案（CO2 2/2） 

 

 

4.4.3 物流・移動サービス 

幹線輸送におけるドライバー不足に関するシナリオの案として WG に提示した資料を図 4-9 と図 4-10

に示す。 

 

 

図 4-9 ケース / シナリオ案（物流 1/2） 
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図 4-10 ケース / シナリオ案（物流 2/2） 

 

 これらの設定にもとづいて、無人走行トラックが走行可能な区間の初期検討を実施した。方針は以下の

通りである。 

 自動運転トラックが走行するネットワークは都市高速道路を除く大都市間の自動車専用道路

とし、交通量の多い道路区間から優先して選択して総走行台キロがそれぞれ 25%、50%、75%と

なるケースについて検討を行った。ただし、このような設定ではネットワークが途中で途切れて

しまうため、選択する道路区間を道路延長が大きく変わらない範囲で部分的に入れ替えることに

より、連続したネットワークを設定した。なお、走行台キロが 75%となるケースについては、①

多くの地域を結ぶ案と②多くのトラックが走行する道路を選択する案の 2 通りを検討した。 

 

（1）走行台キロ 25%ケース：東京－大阪間（を最優先） 

（2）走行台キロ 50%ケース：東京－鳥栖間＋6 車線区間 

（3）走行台キロ 75%ケース：仙台－熊本間＋2 パターン用意 

①多くの地域を結ぶ案：東名・名神を除外し、大阪－富山、仙台－盛岡、熊本－鹿

児島などを結ぶ案 

②多くのトラックが走行する道路を選択する案：東名･名神はそのまま残す案 

なお、これらの区間の想定については、2022 年度に実施される計算の中で適宜修正される予定である。 

 

 

4.4.4 日本経済の生産性、生産波及効果 

 経済への影響については、普及シミュレーション結果を用いて確立された手法にもとづいて計算を行う

ため、この項特有のシナリオ設定は行わない。 
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5 複数シナリオの普及促進策に対応した普及率推計 

 

5.1 目的 

各種効果・影響の検討の前提条件並びに普及促進策等の整理に応じ、2018-2021 年度に「自動運

転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」で開発した普及シミュレーションモデル

の改訂作業を行う。改訂したモデルを用いて、乗用車の自動運転の機能別、車種区分別に、新規

販売と旧車両の代替を考慮して自動運転の普及台数等を推計し、普及促進策の効果分析と重要パ

ラメータの感度分析を行う。 

今年度は、モデル改訂に向けて、モデルの前提条件の検討を行った上で、普及シミュレーショ

ンモデルで用いる自動運転車の分類方法等、モデルの改訂点と改訂方法を検討した。 

 

5.2 自動運転車カテゴリの見直し 

5.2.1 自動車に想定する機能 

 2018-2021 年度に開発した普及シミュレーションモデルでは、自動運転技術のレベル（SAE の

技術レベル）とそれが利用可能な道路区分に基づいて自動運転車をカテゴリ分けし、各カテゴリ

の車の普及を推計した。しかし、WG の議論を通じて、自動運転車が搭載する機能について、SAE

の技術レベルによる分類にとらわれず、より具体的な機能・作動状況を考慮して、社会・経済へ

のインパクトを評価することが妥当と判断した。この考え方の下、まず、交通事故や交通渋滞に

影響を与える機能を図 5-1 の通り整理した。ここで、「専用道」は、自動車の専用道路を意味し、

「高速自動車国道」と道路法の「自動車専用道路」を含んでいる。 

 

【章の概要】 

各種効果・影響の推計を実施する前提条件を「2 社会・経済に与えるインパクト評価に係る

全体的な方向性の定性的整理」に記載した全体の方針に沿って整理した上で、2018-2021 年度

に提案者らが「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」で開発した普及

シミュレーションモデルの自動運転車の種類（自動運転車カテゴリ）を見直し、新たなカテゴ

リを設定した。この新しい自動運転車カテゴリを用いて普及シミュレーションモデルを更新

するためには、消費者の自動運転車カテゴリ選択モデルを再構築する必要がある。本年度は、

それに必要となる消費者アンケートの設計を行った。 
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図 5-1 自動運転車カテゴリで考慮する機能の変更 

 

 

 次に、これらの機能について、機能の作動シーン、作動する道路区分・渋滞状況や量販車への

搭載開始時期を、表 5-1、表 5-2、表 5-3 のように取りまとめた。 

 

 

表 5-1 安全運転支援機能の作動シーンと搭載開始時期 
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表 5-2 運転支援機能の作動する道路区分・渋滞状況と搭載開始時期 

 

 

表 5-3 システム運転機能の作動する道路区分・渋滞状況と搭載開始時期 

 

 

 

 さらに、システム運転機能については、道路区分・渋滞状況といった ODD に基づく技術的困

難さだけでなく、量販車として市販する際に考慮する条件を表 5-4のように想定し、量販車への

搭載開始時期を検討した。 
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表 5-4 システム運転機能の条件（１） 

 

 

表 5-5 システム運転機能の条件（２） 

 

 

 

5.2.2 機能のグループ化 

 モデル構築をシンプルにする目的から、前節で取り上げた機能をグループ化し、ベースの車に

対する追加機能のパッケージとして、自動運転カテゴリを定義した。この手順は、図 5-2 の通り

である。 
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図 5-2 安全運転支援機能・運転支援機能・システム運転機能のグループ化と自動運転車カテゴ

リ 

 

 まず、機能を安全運転支援機能、運転支援機能、システム運転機能の 3 つに分類し、量販車へ

の搭載開始時期を 5 年毎に区切り、同時期に実現している機能をグループ（機能グループ）とし

て、表 5-6 にまとめた。各グループは、機能を表す文字（S:安全運転支援機能、D:運転支援機能、

A:システム運転機能）と実現年度下二桁を組み合わせた記号で識別する。なお、5.2.1 で想定した

機能の内、「信号認識のできない一般道 ACC」と「一般道の渋滞時のみ利用できる Level 3 のシス

テム運転」の機能は、「信号認識のできない一般道 ACC は危険性が増す可能性があること」、「一

般道の渋滞時のみ利用できる Level 3 のシステム運転は商品としての魅力が薄いこと」からグル

ープ化の対象からは除いた。 

 

表 5-6 システム運転機能のグループ化 
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5.2.3 自動運転車カテゴリの設定 

 先に定義した機能グループの中のどの機能グループを搭載しているかにより、自動運転車カテ

ゴリを表 5-7のように定義した。定義に際しては、以下の 3 つの点に留意した。 

・安全運転支援機能は、カテゴリが市場投入される時点の最新の機能グループを搭載 

・システム運転機能の搭載には、運転支援機能グループ D25 が必要 

・システム運転 Level 4 の機能の搭載には、運転支援機能グループ D30 が必要 

 

 

表 5-7 機能グループと自動運転カテゴリ 

 

 

 ここで定義した自動運転車カテゴリは 11 種類であるが、既存の車における安全運転支援機能、

運転支援機能の搭載状況を考慮し、「安全運転支援機能無」、「安全運転支援機能のみ搭載（運転支

援機能無し）」のカテゴリを加え、全体としては 13 種類とする。 

 

なお、以上で実施した機能のグループ化、自動運転車カテゴリの定義とその価格の設定にあた

っては、OEM（WG 委員）から、違和感を覚える設定となっていないかどうか等について、意見

をうかがった。 

 

5.3 普及モデルの再構築 

 普及シミュレーションモデルは、図 5-3 に示すように、以下の要素が普及に及ぼす影響を評価

する。 
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1. 自動運転車に関する政策措置（経済的インセンティブ、自動運転デバイスの搭載義務化、

道路整備など） 

2. OEM の市場投入策（市場投入時期、価格） 

3. 社会的受容性の向上 

そして、そのアウトプットを各種インパクト・アセスメントのための共通データとして利用す

る。 

 

 

図 5-3 普及シミュレーションの目的 

 

普及シミュレーションモデルの構造は、図 5-4 の通りである。今回、自動運転車カテゴリの見

直したことにより、「消費者の自動運転車カテゴリ選択モデル」を再構築する。また、別施策「社

会的受容性の醸成に向けた戦略策定と評価に関する調査」で開発された社会的受容性指標と自動

運転車の普及との関連性が分析できるモデルとする。 

 

 

 

図 5-4 普及モデルの構造 

 

 

なお、自動運転車カテゴリは 13 種類にも及ぶ。そこで、図 5-5 のように自動運転車カテゴリ

を、「安全運転支援機能無」、「安全運転支援機能のみを搭載」、「安全運転支援機能と運転支援機能

を搭載」、「専用道でのシステム運転 Lv. 3 の機能を搭載」、「システム運転 Lv. 4 の機能を搭載」の
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5 種類に分類し、図 5-6 のように、直感的にわかりやすいアウトプットの作成を目指す。ただし、

インパクト評価は、13 種類のカテゴリ分類の下で実施する。 

 

 

図 5-5 自動運転車カテゴリの階層化 

 

 

 
図 5-6 普及シミュレーションのアウトプットイメージ 

 

 

5.4 消費者アンケート 

 新しい自動運転車カテゴリに基づいた消費者の自動運転カテゴリ選択モデルを構築するため

に、消費者アンケートを実施する。 

 この消費者アンケートは、消費者が、与えられ条件（自動運転カテゴリの価格、システム運転

が可な道路の範囲等）も下で、消費者がどの自動運転者カテゴリを選択するのかを、図 5-7 に示

すように 2 段階に分けて聞く。まず、第 1 段階では、「安全運転支援機能と運転支援機能を搭載」、

「専用道でのシステム運転 Lv. 3 の機能を搭載」、「システム運転 Lv. 4 の機能を搭載」の 3 種類に

分けて選好を聞く。次に、第 1 段階で選ばれた種類の自動運転について、複数のクラスを提示し、

どのクラスを選択するのかを聞く。なお、第 1 段階における各種類の車の説明は図 5-8、図 5-9、

図 5-10 のように行う。 

安全運転支援機能と
運転支援機能を搭載

自動運転カテゴリ
S25-D30

自動運転カテゴリ
S25-D25

システム運転Lv.4の
機能を搭載

自動運転カテゴリ
S25-D30-A35

自動運転カテゴリ
S25-D30-A40

自動運転カテゴリ
S25-D30-A45

自動運転カテゴリ
S20-D20

自動運転カテゴリ
S25-D20

専用道での
システム運転Lv.3の機能を搭載

自動運転カテゴリ
S25-D25-A30

自動運転カテゴリ
S25-D30-A30

自動運転カテゴリ
S25-D25-A25

自動運転カテゴリ
S25-D30-A25

安全運転支援機能
のみを搭載

安全運転支援
機能 無

オーナーカー

安全運転支援
機能無し

安全運転支援
機能のみを搭載
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なお、上述したように、今回、再構築する普及シミュレーションモｄルは、別施策「社会的受

容性の醸成に向けた戦略策定と評価に関する調査」で開発された社会的受容性指標と自動運転車

の普及との関連性が分析できるものを目指す。このため、この消費者アンケート調査では、別施

策「社会的受容性の醸成に向けた戦略策定と評価に関する調査」で実施したアンケート調査項目

と同一の質問内容を調査票に埋め込み、消費者に聞くこととする。 

 

 

 

図 5-7 消費者アンケートで示す選択肢 

 

 

図 5-8 消費者アンケートにおける運転支援車の機能説明（イメージ） 
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図 5-9 消費者アンケートにおける限定的な自動運転車の機能説明（イメージ） 

 

 

図 5-10 消費者アンケートにおける高度な自動運転車の機能説明（イメージ） 
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6 各シナリオにおける交通事故件数、交通渋滞、CO2排出量の

推計 
6.1 交通事故へ与える効果・影響の推計 

「4.4.1 交通事故」で検討したシナリオに基づいて、自動運転車の交通事故へ与える効果・影響

の評価を行う。推計は、エラー! 参照元が見つかりません。のように「事故を削減できる機能と

事故パターンの紐付け」、「使用率・普及率を加味した削減率の計算」の 2 つのステップで行うこ

ととした。 

 

 

図 6-1 交通事故へのインパクト計算方針 

 

まず、「事故を削減できる機能と事故類型の紐付け」のステップでは、まず、「5.2.1 自動車に想

定する機能」で取り上げた機能とそれによって回避・緩和可能な「交通事故パターン」との対応

付けを行う。この「交通事故パターン」とは、内閣府委託調査「交通事故死者低減 効果見積もり

解析手法に係わる調査検討」（公益財団法人交通事故総合分析センター受託）で抽出された 211 の

事故パターンであり、この 211 の事故パターンで死亡事故の 80%程度がカバーされるものである。 

次に、「交通事故マクロデータ」を集計委託することによって、自動運転車カテゴリで取り上げ

た機能と対応付けされた交通事故パターンの過去の発生件数を集計し、機能の普及率の変化と事

故の発生件数の変化との関係を分析する。そして、この分析結果と、普及シミュレーションモデ

ルから算出した自動運転車カテゴリ並びに各機能の普及率、別施策「社会的受容性の醸成に向け

た戦略策定と評価に関する調査」で行われた安全運転支援機能・運転支援機能の使用率の調査結

果を利用して、交通事故の削減率を推計する。 

なお、この交通事故の削減効果については、2018-2021 年度の「自動運転による交通事故低減等

へのインパクトに関する研究」で開発した手法を用いて、効果の金銭価値化を行う。 

 

  

普及シミュレー
ション・モデルで推
計される普及率

 安全運転支援機能
 運転支援機能

機能

機能

機能

事故パターン

事故パターン

事故パターン

運転手の不注意や
操作の誤りによる事故

 システム運転機能

Lv.3

Lv.4

運転手の故意の
法令違反による事故
（信号無視、追越禁止場所追
越など）

各機能の普及率の変化

各機能に紐付けられた「事故
パターン」の事故数の変化

各機能の普及率と
事故数との関係性

各機能の実際
の使用率
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6.2 交通渋滞、CO2排出量へ与える効果・影響の推計 

6.2.1 推計の概要 

「3 普及と影響予測シミュレーションモデルの前提条件の整理」で整理した、技術革新による自動

運転車の挙動特性等の前提条件の下で、評価すべき、また適切に評価が可能な交通渋滞影響を特定

した上で、過年度に実施した「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」で開発した

モデルを用いて、全国での交通渋滞削減効果とそれによる CO2 排出削減効果を推計する。 

各推計は、「4 普及促進策の整理（シナリオ策定）」で策定した複数の普及促進策等のシナリオに応

じて、「5 複数シナリオの普及促進策に対応した普及率推計」で報告したモデルによって推計される自

動運転車の普及率推計に沿って実施し、普及促進策等の有無による感度を分析する。 

なお、計算は 2022 年度にかけて実施される予定になっているため、本年度の報告は、計算のための

環境整備に関する報告が主となる。 

 

6.2.2 高速道路サグ部交通シミュレーションモデル 

本業務で使用するサグ部交通シミュレーションには、過去の SIP-adus 効果評価においても適

用実績1（以下、既出事例とする）がある、㈱アイ・トランスポート・ラボ製「MicroAVENUE2」

（以下、本シミュレータ）を用いた。以下に、本シミュレータの車両挙動モデルの概要を述べ

る。 

 

【追従挙動モデル】 

本シミュレータは、基本の追従モデル式に IDM+ (Schakel, 2010)3を採用している。これ

は、自車速度及び先行車との車間距離と相対速度に基づいて、後続車両の加速度を求める、

次式の非線形追従モデルで、オランダ応用科学研究機構（TNO）による CACC 評価のシミ

ュレーション等に採用された実績がある。 

 
𝑑𝑣

𝑑𝑡
= 𝑎 ∙ min൛1 − (𝑣 𝑣ௗ⁄ )ఋ , 1 − (𝑠∗ 𝑠⁄ )ଶൟ 

𝑠∗ = 𝑠଴ + 𝑣𝑇 +
𝑣∆𝑣

2√𝑎𝑏
 

 

𝑣 : 走行速度 [m/s] 

𝑠 : 車間距離 [m] 

𝑠∗ : 希望車間距離 [m] 

∆𝑣 : 相対速度（先行車への接近速度） [m/s] 

𝑠଴ : 最小車間距離 [m] 

𝑣ௗ : 希望速度 [m/s] 

 
1 例えば「SIP 第 2 期／自動運転（システムとサービスの拡張）／自動運転による交通事故低減等へのインパク

トに関する研究（2021 年 5 月）報告書（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）など 
2 MicroAVENUE 製品ページ：https://www.i-transportlab.jp/index/products/microavenue/ 
3 W J. Schakel, B. Arem, and B. D. Netten (2010) “Effects of Cooperative Adaptive Cruise Control on Traffic 
Flow Stability”, 13th International IEEE Annual Conference on Intelligent Transportation Systems. 
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𝑇 : 安全車間時間 [s] 

𝑎 : 最大加速度 [m/s2] 

𝑏 : 希望減速度 [m/s2] 

 : 加速項のべき乗数 

 

本シミュレータでは、個別車両の走行特性のばらつきを表現するため、パラメータに正規

分布を設定できるようになっている。具体的には、安全車間時間、希望速度及び最大加速度

パラメータに加えて、希望減速度の 4 つのパラメータに正規分布を設定できる。また、対象

車両を複数の車種に区分して、車種別にばらつきを設定できる。 

 

【自動運転車両の追従挙動モデル】 

本シミュレータは、自動運転車両の追従挙動モデルに、Horiguchi4らによる IDM+を改修

した追従モデルを採用している。これは、IDM+に対して、より厳密に車間時間もしくは車

頭時間を保持した制御規範となるよう、希望車間距離の定義に変更を加えたものである。な

お、車頭時間については先行車の車長を知ることができないとして、シミュレータ内部では

先行車の末尾位置から自車末尾位置までの「車尾時間」を制御目標値としている。 

 

◆車間時間制御の場合 

𝑠∗ =

⎩
⎨

⎧ 𝑠଴ +
𝑣∆𝑣

2√𝑎𝑏
, (𝑣 < 𝑠଴ 𝑔ௗ⁄ )

𝑣𝑔ௗ +
𝑣∆𝑣

2√𝑎𝑏
, (𝑣 ≥ 𝑠଴ 𝑔ௗ⁄ )

 

 

◆車頭時間制御の場合 

𝑠∗ =

⎩
⎨

⎧ 𝑠଴ +
𝑣∆𝑣

2√𝑎𝑏
, (𝑣 < (𝑠଴ + 𝐿) 𝑇ௗ⁄ )

−𝐿 + 𝑣𝑇ௗ +
𝑣∆𝑣

2√𝑎𝑏
, (𝑣 ≥ (𝑠଴ + 𝐿) 𝑇ௗ⁄ )

 

 
 L : 車長 [m] 

 gd : 目標車間時間 [sec] 

 Td : 目標車頭（車尾）時間 [sec] 

 

【車線変更挙動モデル】 

ネットワークに流入した車両は、走行速度を決めるために、まず周辺車両の位置と速度、

及び自車の位置と速度を元に、車線変更が必要かどうか、及びどの車両に追従して走行する

かについての状況判断を行う。図 6-2 に処理フローを示した。なお、図中の A～G、a～d の

 

4 R. Horiguchi and T. Oguchi: A study on car following models simulating various adaptive cruise control 
behaviors, International Journal of Intelligent Transport Systems Research, 10.1007/s13177-013-
0077-5, 2014. 
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各アルファベットは、以下で説明する条件を、また、’&’ は AND 条件を、’|’ は OR 条件を

それぞれ示す。 

 

A) 下流で現在の車線が絞られており、そこまでの残余距離が閾値未満である。 

B) 交通規制等で車線変更が必要である。 

C) 次の右左折交差点までの残余距離が閾値未満である。 

D) 現在車線前方の滞留末尾車両までの残余距離が、隣接車線よりも一定以上短い。 

E) 現在の走行速度が、本来の希望速度よりも一定以上低下している。 

F) 希望速度から一定の範囲内の速度で走行している。（走行車線への復帰意志） 

a) 隣接車線前方車との速度差が閾値以上である。 

b) 隣接車線の干渉範囲に車両が存在しない。 

c) 隣接車線の前方・後方ギャップがいずれも閾値以上である。 

d) 隣接車線の前方・後方 TTC5がいずれも閾値以上または負値である。 

 

 

図 6-2 車線変更の判断・追従関係の更新処理フローチャート 

 

【サグ部での速度低下現象の再現】 

 
5 Time to collision（衝突猶予時間）の略。相対距離を相対速度で除した値。 



42 
 

本シミュレータでは、サグ部上り坂での勾配に応じて、追従モデル式で計算した加速度か

ら、次式のとおり抗力成分を差し引くことで、上り坂で速度低下する現象を再現している。 

 

𝑣௧ାଵ = 𝑣௧ + ൬
𝑑𝑣

𝑑𝑡
− 𝑔 sin 𝜃൰∆𝑡 

 

𝑣௧ : 時刻 t における速度 

𝑔 : 重力加速度 (9.8 [m/s2]) 

𝜃 : 縦断勾配 

∆𝑡 : 時間更新幅（0.1 秒） 

 

なお、大和サグ部上り坂では最大 2.7%の勾配があり、これは約 0.26 [m/s2] の抗力とな

る。 

 

6.2.3 シミュレーションデータの作成 

 

シミュレーションデータは、都市間高速道路における典型的なサグ部渋滞が頻出する区間を

想定して作成した。過年度に倣い、渋滞の発生条件が異なると考えられる 2 車線区間と 3 車線

区間の、2 種類のデータセットを作成した。 

 

【片側 2 車線区間】 

車両挙動パラメータの設定 

車両挙動パラメータは、既出事例に倣って、表 6-1 のとおり設定した。車線変更の制御に関

しては、車両の追越の条件（速度低下許容幅の超過や隣接車線の空き状況など）を満たした場

合、追越希望受諾確率に基づいて 3 秒に 1 回毎に追越を行うか否かが決定される。走行車線へ

の復帰も同様のロジックで行われる。なお、シミュレーション車両発生時の車線の位置は、シ

ミュレータによってランダムに決定される。 

 

  



43 
 

表 6-1 シミュレータの車両挙動パラメータ設定（片側 2車線区間） 

   自動運転車 
(小型) 

一般車 
(小型) 

一般車 
(大型) 

分類  パラメータ  単位 期待値 ±σ 期待値 ±σ 
期待

値 
±σ 

追従時  

最高速度 [km/h]  100  140  140  

希望速度係数  1.0  1.2  0.8  

最大加速度  [m/s2]  1.6  1.6 0.2 0.8 0.2 

希望減速度  [m/s2]  3.000  1.623 0.18 1.829 0.394 

安全ヘッド 
ウェイ時間  

[s]  1.000  1.216 0.249 1.741 0.362 

ジャム車間距離  [m]  7.5  7.5  7.5  

自由走行時  
希望加速度  [m/s2]  1.6  1.304 0.125 1.082 0.111 

自然減速度  [m/s2]  0.24  0.24  0.24  

その他条件  

最大減速度  [m/s2]  3.6  3.6  3.6  

車長  [m]  5  5  12  

車幅  [m]  1.7  1.7  2.3  

車線幅  [m]  3.5  3.5  3.5  

横方向最大速度  [m/s]  1  1  1  

車線変更判断  

前方探索範囲  [s]  10  10  10  

速度低下許容幅  [km/h]  10  10  60  

巡航時速度幅  [km/h]  0  0  60  

車線変更判定距離  [m]  300 50 300 50 300 50 

追越希望受諾確率    0.25  0.25  0.005  

走行車線復帰確率    0.1  0.1  1  

車線変更条件  最小ギャップ  [s]  1.5  1.5  1.5  

最小 TTC   [s]  2  2  2  

自動運転車の反応遅れ時間6 [s] 0.67      

 

道路ネットワークデータの作成 

図 6-3 に本調査研究での対象エリアとした道路ネットワークの範囲を示した。シミュレーシ

ョンを実施するにあたり、関越自動車道上り線・渋川伊香保 IC 前後約 5km を対象とした。こ

の区間では、サグが渋滞の原因となっている渋川伊香保 IC からの上り坂区間での減速成分を

考慮した。 

 

 
6 ここでの自動運転車の反応遅れ時間は、先行車の速度変化が、交通流理論での backward wave 速度で後続の

自動運転車に伝わる時間を意味する。（これには、センサーや情報処理のタイムラグも含まれる。） 
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図 6-3 シミュレーション対象区間（片側 2車線区間） 

 

 

図 6-4 シミュレーション対象区間付近の縦断図 

（出典：原山哲郎，深瀬正之，石田貴志，野中康弘「付加車線設置による渋滞対策効果と今後

の展望」, 第 46 回土木計画学研究発表会（秋大会）講演集, 2012.11.） 

 

交通量データの作成 

2 車線区間の交通量は、対象区間付近において実際に交通集中による渋滞が発生した日を選

定し、既往事例で対象としていた 2018 年３月４日（日）の 4:00～翌 4:00 の 24 時間とした。シ

ミュレーションでの車両発生台数は表 6-2 のとおりである。 

 

(C)国土地理院 
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表 6-2 シミュレーションでの車両発生台数（2車線区間） 

 24 時間 

小型 25,647 台 

大型 2,540 台 

合計 28,187 台 

 

【片側 3 車線区間】 

 車両挙動パラメータの設定 

車両挙動パラメータは、表 6-3 のとおり設定した。車線変更の制御に関しては、車両の追越

の条件（速度低下許容幅の超過や隣接車線の空き状況など）を満たした場合、追越希望受諾確

率に基づいて 3 秒に 1 回毎に追越を行うか否かが決定される。走行車線への復帰も同様のロジ

ックで行われる。なお、シミュレーション車両発生時の車線の位置は、シミュレータによって

ランダムに決定される。 

表 6-3 シミュレータの車両挙動パラメータ設定（片側 3車線区間） 

   自動運転車 
(小型) 

一般車 
(小型) 

一般車 
(大型) 

分類  パラメータ  単位 期待値 ±σ 期待値 ±σ 
期待

値 
±σ 

共通 
最高速度 [km/h]  100  140  140  

希望速度係数  1.0  1.0  0.9  

追従時 

最大加速度  [m/s2]  1.6  1.6 0.2 0.8 0.2 

希望減速度  [m/s2]  3.000  1.623 0.18 1.829 0.394 

安全ヘッド 
ウェイ時間  

[s]  1.000  1.216 0.249 1.741 0.362 

ジャム車間距離  [m]  7.5  7.5  7.5  

自由走行時  
希望加速度  [m/s2]  1.6  1.304 0.125 1.082 0.111 

自然減速度  [m/s2]  0.24  0.24  0.24  

その他条件  

最大減速度  [m/s2]  3.6  3.6  3.6  

車長  [m]  5  5  12  

車幅  [m]  1.7  1.7  2.3  

車線幅  [m]  3.5  3.5  3.5  

横方向最大速度  [m/s]  1  1  1  

車線変更判断  

前方探索範囲  [s]  10  10  10  

速度低下許容幅  [km/h]  10  10  60  

巡航時速度幅  [km/h]  0  0  60  

車線変更判定距離  [m]  300 50 300 50 300 50 

追越希望受諾確率    0.25  0.25  0.005  

走行車線復帰確率    0.1  0.1  1  

車線変更条件  最小ギャップ  [s]  1.5  1.5  1.5  

最小 TTC   [s]  2  2  2  

自動運転車の反応遅れ時間7 [s] 0.67      

 

 
7 ここでの自動運転車の反応遅れ時間は、先行車の速度変化が、交通流理論での backward wave 速度で後続の

自動運転車に伝わる時間を意味する。（これには、センサーや情報処理のタイムラグも含まれる。） 
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道路ネットワークデータの作成 

図 6-5 に本調査研究での対象エリアとした道路ネットワークの範囲を示した。本調査研究で

は、東名高速道路下り線・横浜青葉 IC 先～海老名 SA 手前の約 16km を対象とした。この区間

には、大和サグ、大和トンネル等のよく知られたボトルネック箇所がある。シミュレーション

では、大和サグ部からの上り勾配を 2.5%として上り坂区間での減速成分を考慮した。 

 

 

図 6-5 高速道路自動運転シミュレーション対象道路（片側 3車線区間） 

 

交通量データの作成 

3 車線区間については、道路交通センサスの調査でもある平均的な交通状況とされる 10 月平

日を想定し、既往事例で対象とした 2017 年 10 月 19 日（木）の 4:00～翌 4:00 の 24 時間をシミ

ュレーション対象とした。シミュレーションでの車両発生台数は表 6-4 のとおりである。 

 

表 6-4 シミュレーションでの車両発生台数（3車線区間） 

 24 時間 

小型 36,417 台 

大型 22,403 台 

合計 58,820 台 

 

(C)国土地理院 
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7 国内経済全般に与える影響評価 
 

国内経済全般に与える影響を表 7-1 に整理した。本研究では、この中から赤枠で囲った「幹線

輸送」、「車両のハード・ソフト」に注目し、それぞれ「幹線輸送のドライバー不足改善」、「車両

の部品変化に関する産業連関分析」について定量評価を行う。その他の影響については文献レビ

ューを中心とした整理を行う。 

 

表 7-1 経済への影響（定量分析範囲） 

 

 

 

7.1 物流・移動サービスにおける人手不足の解消の観点での定量的評価 

「3.3.3 物流・移動サービス」の前提条件、「4.4.3 物流・移動サービス」のシナリオに基づき、

2018-2021 年度の「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」で開発したモ

デルフレームワークを用いて、物流・移動サービスのドライバー不足をシミュレートし、自動運

転車の導入・普及によって解消可能な不足数およびその経済効果を推計する。 

 自動運転車の導入・普及によって解消可能なドライバー不足数は、幹線輸送における想定され

る無人運行車両の走行量（台 km）からドライバー数（人・時間）に換算して評価する。 

一方、自動運転導入による経済効果は、労働者数としてはドライバー数を、資本ストックとし

ては保有貨物車の金銭評価値を用いて、労働生産性、全要素生産性の上昇を推計する。 
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7.2 日本経済の生産性、自動化の生産波及効果などの観点での定量的評

価 

 

自動車の自動運転化・電動化に伴う自動車の部品の変化が、自動車産業並びに日本の産業全

体に及ぼす影響、すなわち、自動車産業の雇用や生産高、日本経済全体への生産波及効果にどのよう

な違いがあるのかを、2018-2021 年度の「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」

で開発した手法を用いて推計する。具体的には、次の 2 段階で推計を行う。 

a. 自動車の自動運転化、電動化に伴う部品の変化を推定。 

b. 産業連関表を用いて、部品の変化が自動車産業の生産額や雇用に及ぼす影響を推定。 

 

a では「ある自動運転車カテゴリの車にどのような機能が搭載されているか」に基づいて、必

要となる部品を推定する。ベースとなる車の部品については「平成 28 年度延長産業連関表」に

基づいて自動車の部品構成を推定する。ｂ では図 7-1 に示すように間接効果を考慮して経済波

及効果を推計する。 

 

 

 
図 7-1 産業連関表を用いた経済波及効果の考え方 

 

 

 各シナリオに基づく普及シミュレーションの結果の自動運転車カテゴリ別新車登録台数の変

化から、自動車産業並びに日本の産業全体の効用や生産高などがどのように変化するかを図 7-2

のように推計する。 

 

乗用車の需要増加

② 乗用車の部品等の生産増

③ 乗用車の部品等を生産するものの生産増

① 乗用車の生産増

＋

＋

＋
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図 7-2 産業連関表を用いた試算結果 
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